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≪共済制度の仕組み≫ 
 

施設経営者 
（共済契約者） 

施設職員 
（被共済職員） 

（独）福祉医療機構 
（制度運営） 

（雇用契約） 

（共済契約） 

国 都道府県 

都道府県社協等 
（業務委託先） 

（業務委託契約） 

（請求書/退職届） （請求書/退職届） 

（掛金） 

（その他の書類） 

（回付） 

（退職手当金） 

（補助金） 
※公費助成対象施設のみ 

≪制度の目的・特色≫ 
 

共済制度の目的 

共済制度の特色 

【安定性】
・社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき実施されており、永続的、安定的な制度運営が見込まれます。

【支給財源】
・退職手当金の支給財源は、共済契約者（施設経営者）、国及び都道府県の三者による負担となっています。職員の負担はあ
りません。ただし、国及び都道府県は、原則として社会福祉施設等職員に係る給付費の各 分の の補助となります。

【財政運営】
・財政運営は、賦課方式を採用しています。毎年度の共済契約者の負担する被共済職員 人あたりの単位掛金額は厚生労働大
臣が定めています。

【ポータビリティ】
・加入法人から他の加入法人に転職した場合、一定の条件を満たしていれば、前の法人での被共済職員期間をそのまま通算す
ることができます。

社会福祉施設等を経営する社会福祉法人の相互扶助の精神に基づき、社会福祉施設等職員の退職手当共済制度を確立し、もっ
て社会福祉事業の振興に寄与することを目的としています。
この制度は、社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和３６年６月１９日法律第１５５号、以下「共済法」という。）及び
同施行令、施行規則、並びに社会福祉施設職員等退職手当共済約款に基づいて実施されています。
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≪制度の概要：加入対象職員、掛金≫ 
 

加入対象職員 

加入要件を満たす職員はすべて加入させなければなりません。なお、加入要件とは、共済契約者に使用され、かつ、共済契約
者の経営する社会福祉施設等（特定介護保険施設等及び申出施設として申出たものを含みます）に常時従事することを要する
次の職員をいいます。
ア 雇用期間に定めのない職員は、採用日から加入
イ 年以上の雇用期間を定めて使用される職員（※）で、労働時間が就業規則で定める正規職員の所定労働時間の 分の

以上の者は採用日から加入
ウ 年未満の雇用期間を定めて使用され、その期間の更新により引き続き 年を経過した職員で、労働時間が就業規則で

定める正規職員の所定労働時間の 分の 以上の者は、採用から 年を経過した日から加入
（※）雇用期間に定めのない職員のうち、正規職員以外の者を含みます。

・社会福祉施設等に従事する職員 人あたりの掛金は 円（平成 年度）となります。
・なお、特定介護保険施設等及び申出施設に従事する職員であって、公費補助がない職員の方は 円（ 円×
倍）となります。

掛金 

≪制度の概要：共済契約・加入対象施設≫ 
 

共済契約 

加入対象施設 

・共済契約を希望する社会福祉法人は、共済法及び共済約款に基づき共済契約を締結します。共済契約が締結できるかどうか
は共済法によって定められています。
・なお、共済契約に加入できる者は、社会福祉施設等、特定介護保険施設等を経営している社会福祉法人に限ります。

・共済契約を締結したら、共済法にいう「社会福祉施設等」（以下の表をご参照ください）という区分の施設はすべて加入し
なければなりません。その他の施設（共済法にいう「特定介護保険施設等」「申出施設等」）は任意加入となります。

区分 施設種類

生活保護法関係施設 救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設、生活困窮者就労訓練事業

児童福祉に関係する施設等
乳児院（乳児預かり所を含む）、母子生活支援施設、保育所、障害児入所施設、障害児通所支援
事業、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童自立生活援助事業、
小規模住居型児童養育事業、幼保連携型認定こども園、小規模保育事業

老人福祉に関係する施設 養護老人ホーム、軽費老人ホーム（介護保険法の規定に基づく指定に係るものを除く）

障害者総合支援法に関係する施
設
（ただし、イコールフッティングの観点から公
費助成を廃止する法案が提出され審議中）

障害者支援施設、居宅介護事業、行動援護事業、重度訪問介護事業、重度障害者等包括支援
事業、短期入所事業（ショートステイ）、生活介護事業、療養介護事業、自立訓練事業、就労移行
支援事業、就労継続支援事業、共同生活援助事業（グループホーム）、同行援護事業、移動支援
事業、地域活動支援センター、福祉ホーム

その他の施設

視聴覚障害者情報提供施設（点字出版施設を除く）、身体障害者福祉センターの中の地域活 
動支援センターの事業に相当する事業、婦人保護施設、社会事業授産施設（６か月間、生活保
護法による委託事務費が支弁され、かつ、期間中の利用人員が定員に対し、平均して50％を超
えた実績のあるもの）
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8 

メモ 

≪制度の概要：退職手当金の支給≫ 
 

退職手当金の支給 

・被共済職員が退職したときは、退職者本人（退職が死亡によるときは、その遺族）に退職手当金が支給されます。
・退職手当金は、退職前６か月の平均本俸月額により該当する計算基礎額に被共済職員期間（業務に従事した日数が 日を超
える月の合計）による支給乗率を乗じて得た金額になり、以下の計算式のとおりです。

【退職手当金が支給されないケース】
・共済契約者が掛金を納付していないとき
・共済契約が解除されたとき
・被共済職員となった日から起算して 年未満で退職したとき
・被共済職員期間となる月の合計が カ月未満のとき
・自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大な非行により支給制限に該当する退職のとき
・共済法にいう退職と認められないとき
・合算制度の申出をしたとき

退職手当金が支給されないケース 

計算基礎額 支給乗率 退職手当金 

退職前 か月の平均本俸
を「計算基礎額」という
ランクに該当させます。

被共済職員期間（年単
位：端数月切り捨て）に
応じて法律で定める乗率

【支給例】 
・勤続5年（被共済職員期間5
年）退職時本俸18万円 

・・・472,500円 
・勤続25年（被共済職員期間
25年）退職時本俸31万円 

・・・9,112,500円 
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制度改正背景 

 

共済法改正の動向と考えられること 
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≪制度改正の背景：社会保障審議会答申≫ 
 

社会保障審議会答申 

≪制度改正の背景：過去の改正状況等≫ 
 

共済制度の特徴 

過去の主な改正 

【安定性】
・社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき実施されており、永続的、安定的な制度運営が見込まれます。

【平成 年改正】
・ゴールドプランの推進等、在宅福祉事業の重要性が増し、在宅福祉事業におけるホームヘルパー等 の人材を確保する観点か
ら、在宅福祉事業についても対象事業に追加するなどの改正を実施。

【平成 年改正】
・社会福祉法人制度が成熟化し、社会福祉法人が多様なニーズに応えてサービスを展開することが求められている状況を踏ま
え、社会福祉事業の主たる担い手である社会福祉法人に加入者を限定。
・共済契約対象となる施設を拡大。（申出施設等）

【平成 年改正】
・介護保険における民間とのイコールフッティングの観点から、介護保険制度の対象となる高齢者関係 の施設・事業について
の公的助成を廃止。（共済掛金が１／３の職員と３／３の職員とに二分化）
・制度の安定化を図る等の観点から、給付水準を１割抑制。
・従来の継続異動に加え、退職後２年以内に再び被共済職員になる等一定要件を満たす場合、前後の期間を合算できるなどの
改正を実施。

【支給財源】
・退職手当金の支給財源は、共済契約者（施設経営者）、国及び都道府県の三者による負担となっています。職員の負担はあ
りません。ただし、国及び都道府県は、原則として社会福祉施設等職員に係る給付費の各 分の の補助となります。

【財政運営】
・財政運営は、賦課方式を採用しています。毎年度の共済契約者の負担する被共済職員 人あたりの単位掛金額は厚生労働大
臣が定めています。
【ポータビリティ】
・加入法人から他の加入法人に転職した場合、一定の条件を満たしていれば、前の法人での被共済職員期間をそのまま通算す
ることができます。
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≪制度改正の概要≫ 
 

部局長会議資料 

≪制度改正の背景：社会保障審議会答申≫ 
 

社会保障審議会答申 
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≪国会における審議状況≫ 
 

国会提出 

衆議院審議 

参議院審議 

✓ 参議院において 月 日付で受理を行いましたが、審議されず、継続審査となりました。

✓ 「社会福祉法の一部を改正する法律案」（「社会福祉施設職員等退職手当共済法」を含む の改正案）が平成 年 月
日付で閣議決定され、第 回国会（常会）へ提出されました。

✓ 衆議院本会議で 月 日可決されました。

【国会での審議状況：まとめ】
✓ 現段階では、共済法改正案は可決されておりません。
✓ 継続審議となっていることから、臨時国会又は平成 年の通常国会で審議されることが考えられま
す。

 

国会における審議状況 
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≪制度改正の主な内容≫ 
 

【給付水準の見直し】
○ 支給乗率について、現行の国家公務員退職手当共済制
度の支給水準に準拠するよう、見直しを行う。（第８条及
び第９条）

【給付水準の見直しの経過措置】
○ 施行日前に退職したものについては、新共済法の規定
による支給乗率等を適用せず、なお従前の例によることと
するもの。（附則第 条第１項）
○ 既加入者の期待利益の保護の観点から、
・施行日前に被共済職員であった者が施行日後に退職
した場合
・施行日前に被共済職員でなくなり、施行日後に再び
被共済職員となった上で退職した場合であって、か
つ、その被共済職員期間が通算される場合

については、施行日前日に退職したと仮定した場合に適用
される旧共済法の規定に基づき計算した額と、改正後の共
済法の規定に基づき計算した額のいずれか多い額を退職手
当金として支給することとする。（附則第 条第 項）

【わかりやすくいうと】

給付水準の見直しのポイントは以下のとおり。
✓ 施行日以降、支給水準が見直されます。
✓ 国家公務員退職手当共済制度の支給乗率に準拠します。

※国家公務員退職手当共済事業における支給乗率は 年で頭打ちとな
りますが、施行前に加入している方には経過措置が講じられます。
（要確認）

また、経過措置として、
✓ 施行日以前に退職した方については、改正前の支給乗
率を適用します。
✓ 施行日前から被共済職員であり、施行日以後に退職し
た方については、施行日前日に退職したと仮定し算出する
退職手当金額と、改正後の規定に基づき算出した退職手当
金額を比較し、多い額を支給します。

対象は全施設（全職員）です！ 制度改正の主な内容①：支給乗率の見直し 

法案段階であり改正されていません 

 

制度改正内容について 
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≪制度改正の主な内容≫ 
 

【被共済職員期間の計算の見直し】
○ 引き続き１年以上被共済職員である者が退職した場合、
その者が、退職した日から３年以内に、退職手当金を請求
しないで再び被共済職員となり、かつ機構に申し出たとき
は、本項に規定する合算を行うことができるよう、「２年
以内」を「３年以内」に改める。（第 条第８項）

【わかりやすくいうと】

合算の期間が 年から 年に延伸します。

対象は全施設（全職員）です！ 制度改正の主な内容③：被共済職員期間の計算 

施行日：平成 年 月 日 （※法案段階であり、改正されていません）

施行日 

法案段階であり改正されていません 

法案に関しては、厚生労働省のホームページで確認できます。

その他 

≪制度改正の主な内容≫ 
 

制度改正の主な内容②：公費助成の見直し 

【公費助成の対象の見直し】
○障害者支援施設、障害福祉サービスについて、公費助成
の対象外とするため、「社会福祉施設」、「特定社会福祉
事業」の対象から除く。（第２条第１項及び第２項）
○障害児入所施設については、今回の見直しにおいて、障
害者支援施設と同様に「特定介護保険施設等」に位置付け
る（法第 条第 項及び第 項改正）が、措置入所が多く行
われているという現状を考慮し、障害児入所施設（措置入
所児童がいるものに限る。）の特定介護保険施設等職員を
補助対象とする。（法第 条）

【わかりやすくいうと】

✓障害者支援施設及び障害福祉サービスについては、施設
区分が「社会福祉施設」「特定社会福祉事業」（公的助成
対象）という区分から「特定介護保険施設等」（公的助成
対象外）という区分に変更となります。

✓障害者支援施設及び障害福祉サービスは、改正法施行日
以降、公的助成の対象から外れます。

✓ただし、障害児入所施設については、措置入所の状況に
応じて、公的助成が行われます。

経過措置については、

✓施行日以後に障害者施設等に新規加入する職員について
は、加入させないことができます。
（注：職員単位で加入させるかどうか決めれるのではなく、
施行日以降の新規加入を入れるか入れないか、を決めるも
のです。）

✓施行日前日までに被共済職員であった方が、改正後に障
害者施設等に異動しても、引き続き公費助成の対象となり
ます。

✓障害者支援施設等については、施行日以降に被共済職員
となった職員の単位で部分的に契約の解除が可能です。
（介護保険施設と同様です）

【公費助成の対象の見直しの経過措置】
○改正後の特定介護保険施設等職員については、公費助成
の対象とならず、掛金負担増加するため、障害者支援施設
等を経営しているものが、厚生労働省令で定めるところに
より施行前に届出を行った場合には、施行後は、既加入職
員分についてのみ退職手当共済契約に継続加入し、改正後
の新規採用者については、被共済職員でないものとするも
の。（附則第 条第２項）
○改正後特定介護保険施設等に従事する職員であって、施
行日前に既に被共済職員であった者については、引き続き
公費助成を行うこととし、掛金や国庫補助の規定の運用に
当たり、社会福祉施設等職員とみなすこととするもの。
（附則第 条）
○公費助成の見直しによる経営者の掛金負担増に伴う経過
措置として、特定介護保険施設等職員（障害者支援施設等
の業務に常時従事する者に限る。）については、施行日以
後に被共済職員となった職員の単位で部分的に退職手当共
済契約を解除することができることとするもの。 （附則
第 条）

対象は「障害者支援施設」「障害福祉サービス」のみです！ 

法案段階であり改正されていません 
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≪手続きの変更等≫ 
 

今後の手続きとして考えられること 

【公費助成の対象の見直しに関して：加入させない届の提出】 ☞ 対象は「障害者支援施設」「障害福祉サービス」のみ
○公費助成の対象の見直しの経過措置にある「既加入職員分についてのみ退職手当共済契約に継続加入し、改正後の新規採用
者については、被共済職員でないものとするもの」についての届出が必要となると考えられます。
○平成 年度改正においては「加入させない届」として調査（以下、 年改正を例に説明）
○時期：平成 年改正においては、平成 年 月 日（施行日の前日）までに届出ることとしていた。

【公費助成の対象の見直しに関して：障害児施設の公的助成について】
○障害児施設は、利用者の措置入所割合により公的助成が続くこととなります。
○掛金を算出するにあたり、注意が必要ですが、現状ではどのように措置入所割合を計算するか公表されておりません。
○恐らくは掛金算出の根拠となる「掛金納付対象職員届」において、報告していただくこととなると考えられます。

法人経営に与える影響として考えられること 

【公費助成の廃止に伴う掛金額の増】 ☞ 対象は「障害者支援施設」「障害福祉サービス」のみ
○公費助成が廃止されることで、施行日以降新規加入者の掛金額は公的助成がある職員の掛金額の 倍の額となります。
○人件費の増につながりますので、法人経営にも影響を及ぼすことが考えられます。
○初年度においても影響はありますが、 年・ 年後になると職員の大半が公的助成なしの職員となることが考えられます。

【加入しない届の提出による処遇の差】
○人件費の増など、法人経営の影響を理由に施行日以降新規加入者を加入止めし、新規加入者だけ他の共済制度に加入させる
ことも可能です。
○ただし、法人内、施設内において職員の処遇が異なることとなりうります。

【支給乗率の変更】
○前回改正については、一律 ％カットでしたが、今回の改正においては国家公務員退職手当制度における支給乗率を提供す
ることとなります。
○当制度と国家公務員を比較すると、当制度が上回る部分もありますが、下回る部分もありますので、一概に有利・不利はい
えません。
○なお、国家公務員退職手当支給乗率は 年以上を一律カットしていますので、ご留意ください。

 

法案から考えられること 
（手続きの変更・制度改正の影響） 
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≪前回改正を踏まえて≫ 
 

共済契約者のご意見から 

✓ 年々、新規採用職員が増えていくので、徐々に年度の掛金負担総額が増えていき、経営を圧迫してきている。今後どうす
べきか。
→ 事後的に、制度改正施行日（Ｈ （※前回制度改正時））以降の加入職員について、職員の同意を得たうえで、
部分解除を行うことは可能です。また、契約者全体解除を選択することも可能ですが、退職手当金請求に大きく影響
があります。

✓ この制度に加入していない職員については、他の退職金制度で手当しているが、複数の制度が法人内で混在しているため、
管理が大変だ。
→ 法人内で異なる退職金制度があることで、処遇が異なることにもなりかねません。

✓ 制度改正後何年も経過しているため、法人の事務担当者等も変わっており、制度改正当時の「加入止め」等手続きがどの
ようになされたのか、自法人の当時の選択（及び現在の制度上の登録）の内容がもはやよくわからない。わかる人
がいない。
→ 加入止めの選択等処理は、非常に重要な経営判断ですので、例え法人事務担当者が異動や退職等で変更になっても、

当時の経緯が後々不明にならないよう、お客さま（共済契約者）にて記録等残すようにしてください。

✓ 機構の退職制度だけでなく、県の単独の共済制度も加入している。掛金のことを考え、県の単独の共済制度に一本化する。
→ 当制度においては、契約解除しても、積立方式ではないので脱退一時金のようなものは出ません。また、退職手当金
の請求もできません。（※解除以前に退職した場合は除きます）
退職手当金をもらうために、全員いったん退職扱いにして退職手当金を請求したケースがありましたが、厚生労働省
からの指導により退職手当金を返還してもらうこととなりましたのでご注意ください。

✓ 機構の制度は退職手当金の支給額が高い。仮に 倍の掛金を支払ったとしても、支給額について引き続きは期待できる。
いい退職金を支払ってあげたい。
→ 公的補助があることで掛金は低額に抑えられています。他の制度と比較すれば、掛金の割に支給額は高い水準といえ
ます。仮に掛金が 倍となっても、まだ掛金に比べ高い水準は維持されます。
（ただし、当制度は勤続期間が長いほど有利であり、勤続期間が短い場合は掛金に比して高い水準になりません。）

 

前回改正を踏まえて 
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メモ 

≪今回改正案、前回改正を踏まえた検討のポイント≫ 
 

検討のポイント 

✓ 職員の処遇に関わるものですので、職員の方ともよくご相談ください。

✓ 掛金の支払額と退職手当金支給額のバランスはどうでしょうか。他の制度と比較してみてください。

✓ 現状だけでなく、数年後を想像してご判断ください。

✓ 相互扶助の制度です。

✓ 契約解除も、契約を続けるのも経営判断です。経営判断は理事会等で行ってください。
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≪今後のスケジュール≫ 
 

施行日が平成28年4月1日を想定 

（時期未定）国会において共済法改正法案が可決される。

（共済法改正後）共済法施行令、施行規則が公布される。

法律改正に係る通知が発出される
（厚生労働省から各都道府県あて）

（平成 年 月 日まで）加入させない届の届出

社会福祉施設職員等退職手当共済約款が改正される

（平成 年 月 日）新しい制度

 

今後のスケジュール 
（現時点で考えられること） 
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マイナンバー制度の概要 

 

マイナンバー法施行及び税務関係手続き変更に伴う 
退職手当金請求事務の見直しについて 
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≪マイナンバー制度の概要：国税庁パンフレット①≫ 
 

≪マイナンバー制度の概要：パンフレット①≫ 
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≪マイナンバー制度の概要：国税庁パンフレット③≫ 
 

≪マイナンバー制度の概要：国税庁パンフレット②≫ 
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≪変更の概要≫ 
 

変更の概要 

✓ マイナンバー法施行および税務手続きの変更により、 「退職所得の受給に関する申告書 退職所得申告書」に個人番号欄
を追加します。

✓ 個人番号取扱い上の安全管理措置のため、共済契約者が作成する「被共済職員退職届」と請求者が作成する「退職手当金
請求書・合算申出書」に分離します。

✓ いままで「被共済職員退職届」にあった「合算制度の利用の有無欄」については、請求者の意思表示を反映させるため
「退職手当金請求書・合算申出書」に移行します。

✓ 「退職手当金請求書・合算申出書」における「退職所得の需給に関する申告書 退職所得申告書」において、必要のない
項目である「特定役員」にかかる事項を削除します。

✓ 「被共済職員退職届」から「合算制度の利用の有無欄」「退職者の連絡先」欄を削除します。

✓ 個人番号の取得が必要となったことから、本人確認書類の提出が必要となります。

 

退職手当金請求手続き係る変更点 
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≪請求手続きの流れ≫ 
 

請求者 

請求書・申告書 

（個人番号） 

共済契約者 

・退職届の作成 

業務委託先 

・書類審査 

機構 

電算入力 

退職手当金算出 

源泉徴収票 

源泉徴収額算出 

源泉徴収票 

税務署 

受給者別支払調書 

請求書・申告書 

（個人番号） 

請求書・申告書 

（個人番号） 

請求書・申告書 

（個人番号） 

退職届 退職届 

源泉徴収票への個人番号の記載は不要 
○所得税法施行規則の改正（Ｈ27年10月2日） 

所得税法施行規則により「申告書」については個人番
号を記載する必要がある 
【身元確認】 
 ○個人番号カード、運転免許証、パスポートなど 
【番号確認】 
 ○個人番号カード、番号通知カード、住民票など 

・書類審査 ・書類審査 

退職届 

「身元確認」
について共済
契約者が実施
可能か厚労省
に確認中 

・退職届と請求書・申告
書の取りまとめる 

・請求書・申告書の審査
は行わない 

個
人
番
号
が
見
え
な
い
措
置
を
講
じ
た
う

え
で
共
済
契
約
者
が
取
り
ま
と
め
提
出 

共
済
契
約
者
か
ら
提
出
を
受
け
た
状
態
で

退
職
届
を
審
査
し
、
機
構
に
回
付 

 

退職手当金請求の具体的な手続き 
（マイナンバー対応後） 
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≪具体的な手続き：手続きの流れ≫ 
 

手続きの流れ：様式をダウンロードする 

職員が辞めるとき、共済契約者は機構ホームページから「被共済職員退職届」をダウンロードし、印刷します。

「被共済職員退職届」に加えて、「退職手当金請求書・合算申出書」と「本人確認書類貼付用用紙」が印刷されます。

職員が作成した「退職手当金請求書・合算申出書」と本人確認書類が貼付された「本人確認書類貼付用用紙」を回収します。

業務委託先から機構へ回付されます。

職員の方が指定した口座に退職手当金を支給します。

共済契約者は「被共済職員退職届」を作成します。
（作成要領はホームページに掲載しています）

「退職手当金請求書・合算申出書」を職員に作成させます。
（作成要領はホームページに掲載しています）

個人番号が見えない措置（※）を講じて業務委託先へ提出します。業務委託先は「被共済職員退職届」の受付・確認をします。
（共済契約者の手続き完了です）

≪具体的な手続き：手続きの流れ≫ 
 

手続きの流れ：電子届出システムを使う 

職員が辞めるとき、共済契約者は電子届出システムにおいて「被共済職員退職届」を作成し、印刷します。

作成した「被共済職員退職届」に加えて、「退職手当金請求書・合算申出書」と「本人確認書類貼付用用紙」が印刷されます。

「退職手当金請求書・合算申出書」を職員に作成させます。（作成要領はホームページに掲載しています）

職員が作成した「退職手当金請求書・合算申出書」と本人確認書類が貼付された「本人確認書類貼付用用紙」を回収します。

個人番号が見えない措置（※）を講じて業務委託先へ提出します。業務委託先は「被共済職員退職届」の受付・確認をします。
（共済契約者の手続き完了です）

業務委託先から機構へ回付されます。

職員の方が指定した口座に退職手当金を支給します。
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≪具体的な手続き：被共済職員退職届の作成方法≫ 
 

退職届作成のポイント（紙様式） 共済契約者の方が作成します。電子届出システムで作成できます。 

① 

② 

③ 

④ 

記入上の留意点 

① 職員番号は「掛金納付対象職員届」でご確認のうえご記入ください。

② 結婚等により姓が変わったが機構に届出をしていない場合は、必ず旧姓をご記入ください。

③ 退職年月日は実際の退職日をご記入ください（社会保険の資格喪失日は記入しないでください）

④ 該当する退職理由の番号に「○」を付けてください。 （退職理由の選択方法については次頁を参照してください。）

≪具体的な手続き：様式のダウンロード≫ 
 

様式のダウンロード 

電子届出システムを利用し、退職届を作成し様式を印刷する場合 （推奨します）

機構ホームページから様式をダウンロードする。 （※ダウンロードできる様式は 形式です）

電子届出システムにログインし、電子届出システム
トップ画面の「退職届」のボタンをクリックすると退職届
作成ページのボタンが表示されます。 

福祉医療機構ホームページから「退職手当共済事
業」のページに遷移すると「各種様式のページ」が表
示されます。ここからダウンロードできます。 
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≪具体的な手続き：被共済職員退職届の作成方法≫ 
 

退職届作成のポイント（紙様式） 共済契約者の方が作成します。電子届出システムで作成できます。 

記入上の留意点 

① 業務に従事した日数が１０日以下の月をご記入ください。

② 業務上の傷病による休業期間がある場合、現認証明書を添付の上期間をご記入ください。

③ 育児休業取得した方であって、いままでに掛金納付対象職員届において報告していない場合はご記入ください。

① ② 

③ 

日出勤…10日以下の月に該当します。
日出勤…10日以下の月には該当しません。

退職した月の直前の4月から退職日までの期間に該当する者をご記入ください。 

掛金納付対象職員届において育児休業の報告をした方であって、変更があった場合はご記入ください。

≪具体的な手続き：被共済職員退職届の作成方法≫ 
 

退職届作成のポイント（紙様式） 

退職理由の区分については、以下のフローチャートを参考に記入してください。

犯罪行為又は重
大な非行による退
職である 

Yes 

No 

下記事由に該当するか
業務上以外の死亡による退職
共済契約対象外施設等への配置
換による退職
社会福祉施設等の施設の廃止又
は休止による退職
業務上以外の傷病による退職
社会福祉施設等の移転により通
勤が不可能又は困難となったこと
による退職
社会福祉施設等の定員の減少等
により職員定数に過員が生じたこ
とによる退職

業務上の傷病又
は死亡による退
職である

加入時期が平成
年 月 日以前

である

No 

Yes 

No 

Yes 

No 

退職理由は 
「①普通退職 結婚・定年・転職な
どの自己都合による退職に該当す
るとき 」 を選んでください。 

退職理由は 
「②普通退職 平成１３年３月３１
日以前の加入者が①以外の理由に
より退職する場合 」 を選んでく

ださい。 
 

退職理由は 
「③業務上の傷病又は業務上の死
亡による退職」 を選んでください。 

退職理由は 
「④犯罪等による退職」 を選んで

ください。 

Yes 
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≪具体的な手続き：被共済職員退職届の作成方法≫ 
 

退職届作成のポイント（紙様式） 共済契約者の方が作成します。電子届出システムで作成できます。 

記入上の留意点 

① ✓ 日給月給・時間給制の場合の格付け本俸の計算方法については、実支給額ではなく、雇用契約に基づき統一された
金額をご記入ください。

退職した月以前の６か月の本俸月額をご記入ください。 

① 

② 

✓ 育児休業、介護休業、業務上の傷病による休職等で本俸が減額されている場合は、実支給額でなく格付けされた本
俸月額をご記入ください。

② ✓ 「特殊業務手当」や「給与特別改善費」など俸給の調整額に該当するものがある場合、必ず給与規定上の名称をご
記入ください。

≪具体的な手続き：被共済職員退職届の作成方法≫ 
 

退職届作成のポイント（紙様式） 共済契約者の方が作成します。電子届出システムで作成できます。 

記入上の留意点 

① ✓ 退職した月（月末で退職でない場合はその前の月）から記入し、 ヵ月前まで遡ります。

退職した月以前の６か月の本俸月額をご記入ください。 

① 

例） 月 日に退職した場合は、 月を一番上に記入し、 月、 月、 月、 月、 月と記入します。

例） 月 日に退職した場合は、 月は該当しないので、 月を一番上に記入し、 月、 月、 月、 月、 月と記入します。

✓ 被共済職員期間とならない月（業務に従事した日数が 日以下の月）は含めないでください。
例） 月 日に退職し、 月が被共済期間とならない月であった場合、 月を一番上に記入し、 月、 月、 月、 月、 月まで

記入します。（ 月は記入しません）
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≪具体的な手続き：退職手当金請求書・合算申出書の作成方法≫ 
 

請求書作成のポイント（紙様式） 退職者（請求者）の方が作成します。 

記入上の留意点 請求される方の状況をご記入ください。 

① ✓ 請求者ご本人以外の口座にはお振込みできません。
✓ 口座名義の変更や解約があった場合は、お振込みができませんのでご注意ください。

② ✓ 口座番号が 桁以下の場合は右詰になります。
✓ ０、 、６、 などは、筆跡により見間違いがおきやすい数字です。丁寧にご記入をお願いします。

③ ✓ 左詰めで、濁点、半濁点も一文字、姓と名の間は一マス空けます。

① 

② ③ 

≪具体的な手続き：退職手当金請求書・合算申出書の作成方法≫ 
 

請求書作成のポイント（紙様式） 退職者（請求者）の方が作成します。 

記入上の留意点 請求される方の状況をご記入ください。 

① 

② 

① ✓ 退職手当金を請求するか、合算制度を利用するか、必ず選択してください。
・合算制度とは、引き続き 年以上被共済職員である方が退職した場合、その方が、退職した日から起算して 年以内に、退職手当金
を請求しないで再び被共済職員になり、かつ、その者が機構に合算申出を申出たときは、前後の被共済職員期間を合算するものです。

② ✓ あなたのお名前をご記入ください。なお、結婚等で姓が変わっている場合は、現在の姓をご記入ください。

③ 

③ ✓ 数字が一桁になるときは、「 」を補ってください。 例） 月 日生まれの場合
☞ 月欄には「 」、日欄には「 」とご記入ください。

④ 

④ ✓ 退職手当金支給にあたり「送金通知書」をお送りいたします。必ず連絡の取れる住所を記入してください。
なお、海外の住所は受け付けることができません。
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≪具体的な手続き：退職手当金請求書・合算申出書の作成方法≫ 
 

請求書作成のポイント（紙様式） 退職者（請求者）の方が作成します。 

記入上の留意点 請求される方の状況をご記入ください。 

① ✓ 在職中に障害者となったことが直接的な原因で退職した場合、「障害」を○で囲み、（）内に障害等級、身体障害
者手帳の交付年月日をご記入ください。その他の人は「一般」を○で囲んでください。

② ✓ 退職した年の１月１日現在で、生活保護法による生活保護を受けている場合、生活扶助の「有」を○で囲んでくだ
さい。

③ ✓ 端数の月は切り上げてご記入ください。（例えば、勤続年数が２年１か月の場合、３年となります。）
継続異動をした場合、もしくは合算申出をした場合、最初の加入年月日と退職年月日をご記入ください。（仮に未加入
期間があったとしても、最初の加入時期をご記入ください。）

① ② 
③ 

≪具体的な手続き：退職手当金請求書・合算申出書の作成方法≫ 
 

請求書作成のポイント（紙様式） 退職者（請求者）の方が作成します。 

記入上の留意点 請求される方の状況をご記入ください。 

① ✓ 退職手当金請求書と同じ氏名をご記入ください。（結婚等で氏名が変更している場合、変更後の氏名をご記入くだ
さい。）

✓ 相続人請求の場合、退職者本人の氏名、住所をご記入ください。
② ✓ 退職した年の１月１日現在の住所をご記入ください。

③ ✓ あなたの個人番号をご記入ください。（個人番号は「番号通知カード」により確認、転記してください。）
✓ 記入された個人番号について、本人確認書類を提出していただきます。

① 

② 
③ 
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≪具体的な手続き：本人確認添付書類≫ 
 

本人確認添付書類について 退職者（請求者）の方が準備します。 

✓ 個人番号を記載するに当たっては本人確認が必要となり、以下の書類を提出していただくこととなります。

※これらによりがたい場合は、機構あてご相談ください。
※その他、退職理由等により必要な添付書類については、機構ホームページでご案内しています。以下に該当する方は、ご確認ください。

パターン 番号確認書類 身元確認書類 

１ 個人番号カード 
（個人番号カードがあれば、番号確認書類にも身元確認書類にもあります。） 

２ 番号通知カード（みなさんに配布されるものです） 運転免許証、運転経歴証明書、旅券（パスポート） 
（顔写真等身分が証明される公的なもの） 

３ 番号通知カード（みなさんに配布されるものです） 健康保険証、年金手帳、公共料金の領収書等の書類から 
２つ以上を組み合わせてください 

４ 住民票の写し 運転免許証、運転経歴証明書、旅券（パスポート） 
（顔写真等身分が証明される公的なもの） 

５ 住民票の写し 健康保険証、年金手帳、公共料金の領収書等の書類から 
２つ以上を組み合わせてください 

≪具体的な手続き：退職手当金請求書・合算申出書の作成方法≫ 
 

請求書作成のポイント（紙様式） 退職者（請求者）の方が作成します。 

記入上の留意点 請求される方の状況をご記入ください。 

① ✓ 当共済制度以外から退職手当金を受けている場合は、必ず 欄に記入してください。

② ✓ 当共済制度以外から退職手当金を受けている場合は、必ず 欄に金額等その状況を記入してください。

③ 

① 

② 

③ 

✓ 当共済制度以外から退職手当金を受けている場合は、退職手当金にかかる源泉徴収票を貼付してください。
（貼付していただいた源泉徴収票の個人番号は不要です。）
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≪各種手続き：よくある手続き≫ 
 

よくある手続き 

【毎年度 月 日の在籍職員と従業状況を報告する】 ※ 年に 度必ず報告しなければなりません！

・毎事業年度、４月１日において使用する被共済職員について、「掛金納付対象職員届（掛金届）」を４月末日までに提出して
いただくことが必要です。「掛金届」は、全ての共済契約者が提出する必要があります。

【職員を採用した】 ※職員を採用し次第、速やかに手続きをとってください！

・職員を採用し、その職員が加入要件を満たしている場合は、「被共済職員加入届」により新規加入の手続きをおとりいただ
きます。なお、その職員が以前より被共済職員であり、退職手当金を請求していない場合は、「継続異動」または「合算制
度」により被共済職員期間を引き継ぐことが可能ですので、必ずご確認ください。

【職員が退職した】 ※職員が退職し次第、速やかに手続きをとってください！

・職員が退職した場合、または加入要件を満たさなくなった場合は、以下のいずれかの手続きをとることができます。
（１）退職手当金の請求（ただし、在籍期間または被共済職員期間が１年未満の場合は除きます）

→「被共済職員退職届」（共済契約者作成）
「退職手当金請求書・合算申出書」（退職者作成）

（２）合算制度の利用→「退職手当金請求書・合算申出書」（退職者作成）
（３）継続異動の利用→「共済契約者間継続職員異動届」 （共済契約者作成）

 

退職手当共済制度の手続きについて 

参考資料
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≪各種手続き：共済契約者（法人）に関する手続き≫ 
 

共済契約者（法人）に関する手続き 

届出が必要なとき 手続き・必要な届出書類 提出先

社会福祉施設等を新設又は開始したとき

施設等新設届・申出書にてご報告ください。 機構他の経営者から社会福祉施設等を移管されたとき
特定介護保険施設等又は介護保険施設を加入施設
として申出をするとき
社会福祉施設等又は特定介護保険施設等のすべて
を廃止又は休止したとき

社会福祉施設等及び特定介護保険施設等の経営者でな
くなった者の届にてご報告ください。 機構

法人を解散したとき
経営者が交替したとき

社会福祉施設等又は特定介護保険施設等のすべて
を他の経営者に移管したとき

被共済職員について中小企業退職金共済法による
共済契約を締結したとき 中小企業退職金共済契約締結届にてご報告ください。 機構

当該年度の掛金納付対象職員届（又は４月１日付
の施設等新設届・申出書）に記入した特定職員数
の見込数が、確定した特定職員数と異なっていた
とき（前年度３月２日以後に、当該特定介護保険
施設等職員が使用される事業所の運営を開始した
場合に限る。）

特定職員数の見込数変更届にてご報告ください。 機構

≪各種手続き：職員に関する手続き≫ 
 

届出が必要なとき 手続き・必要な届出書類 提出先

４月１日現在の被共済職員の在籍状況及び従業状
況を報告する 掛金納付対象職員届にてご報告ください。 機構

職員を新規に採用した 被共済職員加入届にてご報告ください。 機構

職員が退職した
（職員が加入要件を満たさなくなった）

（退職手当金を請求したい）
「被共済職員退職届」「退職手当金請求書・合算申出
書」にてご報告ください。 業務委託先
（合算制度を利用したい）
退職手当金請求書・合算申出書にてご報告ください。

（継続異動制度を利用したい）
共済契約者間継続職員異動届にてご報告ください。 機構

職員が法人内の契約対象施設に異動した
（職員が配置換えとなった）

変更のあった翌年度の掛金納付対象職員届にてご報告
ください。 機構

職員が法人内の契約対象外施設に異動した 共済契約対象（外）施設等異動届にてご報告ください 機構

職員が法人内の契約対象外施設から異動してきた 共済契約対象（外）施設等異動届にてご報告ください 機構

職員の氏名が変わった 変更のあった翌年度の掛金納付対象職員届にてご報告
ください。 機構

職員が育児休業を取得した 取得した翌年度の掛金納付対象職員届にてご報告くだ
さい。 機構

職員に関する手続き 
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メモ 

≪各種手続き：共済契約者（法人）に関する手続き≫ 
 

共済契約者（法人）に関する手続き 

届出が必要なとき 手続き・必要な届出書類 提出先
特定介護保険施設等、申出施設等の施設・事業単
位で当該施設・事業にかかる被共済職員全員の同
意を得て、共済契約を部分解除するとき

退職手当共済契約部分解除通知書にてご報告ください。 機構
平成１８年４月１日以降の加入者について共済契
約を部分解除するとき（特定介護保険施設等に限
る）
社会福祉施設等から特定介護保険施設等へ転換し
た施設等で転換日以降の加入者について共済契約
を部分解除するとき
共済契約者の氏名、名称、住所が変わったとき

共済契約者氏名等変更届・共済契約証書再交付申出書
にてご報告ください。

機構共済契約対象施設・事業の名称、所在地又は種類
が変わったとき
共済契約証書を紛失、き損したとき
共済契約対象施設等の一部を廃止又は休止したと
き 共済契約対象施設等一部廃止等届にてご報告ください。 機構共済契約対象施設等の一部を他の経営者に移管し
たとき
災害その他やむを得ない理由により掛金を納付期
限内に納付できないとき 掛金納付期限延長承認申請書にてご報告ください。 機構

社会福祉施設等から特定介護保険施設等へ転換す
るとき

社会福祉施設等から特定介護保険施設等への転換届に
てご報告ください。 機構
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≪便利な機能：電子届出システムとホームページ≫ 
 

電子届出システム 

・電子届出システムとは、インターネットを経由して届出書類を作成、提出できるシステムです。書類の紛失や郵便事故などの
恐れがありませんので、大切な職員情報を安全に届出することができます。
なお、電子届出システムで作成・提出できる書類は以下のとおりです。

書式名等 作成 届出

施設等新設届・申出書 （社会福施設等を新設するとき、特定介護保険施設等を申出るとき） ○ ×

掛金納付対象職員届 （毎事業年度 月 日に在籍する被共済職員の状況を報告するとき） ○ ○

被共済職員加入届 （新しく職員を採用するとき） ○ ○

被共済職員退職届 （被共済職員が退職するとき） ○ ×

・機構ホームページの退職手当共済のページには退職手当共済事務に役立つ情報が満載です。退職手当金のシミュレーション
機能、 （よくある質問）、届出様式、マニュアルなどが掲載されています。ぜひご活用ください。

ホームページ 

WAM 退職共済 検索 インターネットの検索サイトに 
右のようなｷｰﾜｰﾄﾞを入れて検索して下さい 

クリック！ 

 

役立つ資料について 

参考資料
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≪お問い合わせ≫ 
 

WAM 退職共済 検索 インターネットの検索サイトに 
右のようなｷｰﾜｰﾄﾞを入れて検索して下さい 

クリック！ 

【困ったときは以下の連絡先にお問い合わせください】 

【職員加入、施設新設等、契約及び解除に関すること】
【マイナンバー・制度改正に関すること】
【電子届出システムに関すること】 ・・・

【退職手当金請求に関すること】 ・・・

【機構に書類を提出する場合は以下の住所へ送付して下さい】 

〒 （郵便番号だけで届きます）

独立行政法人福祉医療機構 共済部退職共済課 あて

 

お問い合わせ 
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様式改正案 
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◎　共済契約者は、原本1部と写し１部を業務委託先（都道府県社会協議会等）にご提出く
ださい（また、写し1部を共済契約者控えとしてお手元に残してください）。

業務委託先受付日付印 機構受付日付印

◎　給与台帳等の確認書類の提出を依頼することがあります（事前添付可）。

（約款様式第７号①）

被共済職員退職届

職 員 番 号 退職者氏名 （氏名全部をカナ及び漢字で記入してください） 退職理由（該当する番号を○で囲んでください）149

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様 756 761 763 768

平成　　　年　　　月　　　日　次のとおり被共済職員が退職したので届出ます。

（結婚・定年・転職などの自己都合による退職に該当するとき）

漢字
35 74

15 34
① ・・・ 普通退職

10 14
カタカナ

② ・・・ 普通退職 （平成13年3月31日以前の加入者が①以外による退職に該当するとき）

③ ・・・ 業務上の傷病又は業務上の死亡による退職 退職理由により添付書類が
必要な場合があります。・・・ 犯罪等による退職

（変更している場合のみ記入）

（　　　　年　　　　月　　　　日変更）

変更前の氏名
カタカナ

75 94
④

漢字
（旧姓）

95 134

掛
金
納
付
対
象
職
員
届
で
確
認
の
う
え
記
入

生 年 月 日 退 職 年 月 日
① 明　　治 年 月月 日 平成 年

③ 昭　　和

④ 平　　成

被共済職員期
間とならない月

退職した月以前６か月の本俸月額
退職月の直前の４月から退職月までの期間において

② 大　　正

135 141 143 148
日

（ただし、①退職日が月末でない月及び、②被共済職員期間とならない月は除きます）

業務に従事した日
数が10日以下の
月

業務上の
傷病による
休業期間
(現認証明
書の添付
が必要）

育児休業の申請があったもの
<俸給表の額とは別掲>176 １　新規 ２　変更 ３　再取得 年 月

俸 給 表 の 額 俸給の調整額（※2）
出産日

178 年 月 183日

手当名 （ ）（平成）（年） （月）190

育児休業
終 了 日

192

育児休業
開 始 日

185

197

216209 211199 202 203

235228218 221 222

・ 無
230

975

月　名 計 半年延長の理由（※１） ① ②975

パパ・ママ育休プラス 有

254
150 161 か月

247 249237 240 241

出産日

824 １　新規 ２　変更 ３　再取得
月 831日826 年

273266 268256 259 260

838育児休業
開 始 日

833

292

育児休業
終 了 日

840
285 287275 278 279

845

1 2

304 306297 298有 ・

半年延長の理由（※１） ① ②976

パパ・ママ育休プラス 無 294 311
976

共 済 契 約 者 番 号 共
済
契
約
者

カード

氏名又は名称

）（ 局）（ 番）

（※１）
半年延長の
理由

育児休業期間の半年延長の理由は次のとおりですので、該当する上記の欄の番号を○で囲んでください。
１・・・保育所に入所を希望しているが、入所できない場合
２・・・子の養育を行っている配偶者であって、1歳以降子を養育する予定であったものが、死亡・負傷・疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

印
7 8住 所

事務担当者氏名 連　絡　先 電話（市外局

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

障害有無 受取済退職金額 徴　収　済　税　額 勤続年数 振込区分771 773 780 781 802 803 804国　税 787 788 市町村民税 794 795

813 812 817 820

（注）退職者が「退職手当金請求書」を提出しない場合は、「被共済職員退職届」のみを記入し速やかに提出してください。なお、次の理由に該当する場合は□
の中にチェックを入れてください。その他の理由がある場合は欄外に記載してください。[□所在不明  □請求放棄  □一年未満]

道府県民税 801

現認証明 添付書類 留保 確認
807 809 810 811 814 818

請求者印 請求者訂正印 申告書印 契約者印 契約者訂正印 調整額名称有無
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年 月 日

※合算制度を利用する場合は「請求者（利用者）」欄以外の記入の必要はありません。

（約款様式第７号2） 【注意事項】
・退職手当金請求または合算制度の利用はこの書類をもって行います。

退職手当金請求書・合算申出書
・退職手当金の支給はこの届出書類が機構に到着してから概ね2ヵ月で行われま
すが、請求が集中する時期は更に時間を要することがあります。

【支給制限】
・自己の犯罪行為その他これに準ずべき重大な非行により退職したときは、退職

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

私は、上記注意事項等を理解した上で、

手当金が支給されないことがあります。
・虚偽の記載があった場合は、退職手当金が支給されないことがあります。 763

合算制度を利用します

退職手当金を請求します。なお、請求する私は反社会的勢力ではなく、また、反社会的勢力への関与はありません。

日
生　年　月　日

4

いずれかを選択して下さい

記入日

平成

請
求
者

（
利
用
者

）

請求者区分（続柄） フリガナ

氏　名

333

（ ）

退職者本人

-
399

郵　便　番　号 住

所

403

連絡先電話番号312 313 332 373 379
372 1 明 治 年

印
2 大 正

月

502

〒
396 398

２ 相 続 人 （ ） 3 昭 和
３ 遺 族

１ 市外局 局 番号

平 成

402

振

込

先

金

融

機

関

振込先金融機関名を記入のうえ、○で囲んでください。
510 539 540 569

銀 行 ・ 信 用 組 合 本店 ・ 支所

信 用 金 庫 ・ 農業協同組合 支店 ・ 出張所

口　座　番　号
(右詰めで記入してください）

預金種目
口　座　名　義

（左詰めでカタカナで記入してください）
あなた以外の預金口座には送
金できません

577 605583

普　通

585

年分
支払者受付印

芝
税務署長

退 職 所 得 申 告 書市町村長 殿

<個人情報の取扱いに関する注意事項>　請求者又は退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

平成 年 月 日 退職所得の受給に関する申告書平成

退
職
手
当
の
支
払
者
の

所在地
（住所）

　〒105-8486
　東京都港区虎ノ門４丁目３番１３号

あ
な
た
の

氏　名
615

名　称
（氏名）

　独立行政法人福祉医療機構 その年1月1日
現 在 の 住 所

655

654

印

現住所
〒 －

754

法人番号 ※※※※※※※※※※※※※ 個人番号

機構受付日付印

768

の
り
づ
け
と
し

、
ホ

ッ
チ
キ
ス
で
と
め
な
い
で
く
だ
さ
い

源
泉
徴
収
票
貼
付
欄

の 法人番号 ※※※※※※※※※※※※※ 個人番号

【個人番号の取得目的】　あなたの個人番号は税務手続きに利用します。

日 年

至 年 月 日

自

自

有　・　無

至

年 月

月 月 日
③　この申告書の提出先から
受ける退職手当等についての
勤続期間

B

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。

④　本年中に支払を受けた他の退職手
当等についての勤続期間

自 年

年 月 日

年

至 年 月 日

日
⑤　③と④の通算勤続期間

② 一般 生活
の

Ａ

このＡ欄には、全ての人が、記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ以下の各欄には記載する必要があ
りません。）

①　退職手当等の支払を受けることと
なった年月日

退職の区分等 障害 扶助

年 月

日月

C

あなたが前年以前４年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、14年内）に退職手当等の支払
を受けたことがある場合には、このＣ欄に記載してください。

⑥　前年以前４年内（その年に確定拠出
年金法に基づく老齢給付金として支給さ
れる一時金の支払を受ける場合には、14
年内）の退職手当等についての勤続期
間

自 年 月 日 日
年

至 年 月 日 至 年

⑦　③又は⑤の勤続期間のう
ち、⑥の勤続期間と重複して
いる期間

自 年 月

月

日

日

月 日

月至 年 月

年

日

年 ⑩　③又は⑤の勤続期間のう
ち、⑧又は⑨の勤続期間だけ
からなる部分の期間

自 年

日 至

日 至 年

年 月

至 年 月

Ｃ ：

年 月 日 年

月 日年

日 年

⑪  ⑦と⑩の通算期間
自⑨　Ｂの退職手当等についての勤続

期間（④）に通算された前の退職手
当等についての勤続期間

自

一般
：

障害

注意 １　　この申告書は、退職手当等の支払を受ける際に支払者に提出してください。提出しない場合は、所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額は、支払を受ける金額の20.42％に相当する金額となりま
す。また、市町村民税及び道府県民税については、延滞金を徴収されることがあります。

D

Ａ又はＢの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、そ
の通算された勤続期間等について、このＤ欄に記載してください。

⑧　Ａの退職手当等についての勤続
期間（③）に通算された前の退職手
当等についての勤続期間

自 年 月

支 払 者 の 所 在 地
（住所）・名称（氏名）市町村民税（円） 道府県民税（円）

Ｅ

Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。

区
分

退職手当等の支払を受
けることとなった年月日

収入金額 源泉徴収額
特別徴収税額 支払いを受けた

年月日
退職の
区分

Ｂ

２　　Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告書に添付してください。

： ：
一般

障害
：

： ： ：

２　　Ｂの退職手当等がある人は、その退職手当等についての退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）又はその写しをこの申告書に添付してください。
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763 768

個人番号カードの写し又は番号通知カードの写しを貼付して下さい

（添付書類） 機構受付日付印

本人確認書類貼付用用紙

顔写真付きの身分証明書等身分確認書類を貼付して下さい
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法律案新旧対照条文 

（該当部分抜粋） 
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２ こ の 法 律 に お い て 「 特 定 社 会 福 祉 事 業 」 と は 、 次 に 掲 げ る 事 業 を い う ２ こ の 法 律 に お い て 「 特 定 社 会 福 祉 事 業 」 と は 、 次 に 掲 げ る 事 業 を い う

。 。

一 児 童 福 祉 法 第 三 十 四 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 届 出 が さ れ た 児 童 自 一 児 童 福 祉 法 第 三 十 四 条 の 三 第 二 項 の 規 定 に よ る 届 出 が な さ れ た 障 害

立 生 活 援 助 事 業 及 び 小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 事 業 児 通 所 支 援 事 業 並 び に 同 法 第 三 十 四 条 の 四 第 一 項 の 規 定 に よ る 届 出 が

な さ れ た 児 童 自 立 生 活 援 助 事 業 及 び 小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 事 業

（ 削 る ） 二 障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律 第 七

十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 届 出 が な さ れ た 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 の う

ち 居 宅 介 護 、 重 度 訪 問 介 護 、 同 行 援 護 、 行 動 援 護 、 療 養 介 護 、 生 活 介

護 、 自 立 訓 練 、 就 労 移 行 支 援 、 就 労 継 続 支 援 又 は 共 同 生 活 援 助 を 行 う

事 業 及 び 移 動 支 援 事 業

二 ・ 三 （ 略 ） 三 ・ 四 （ 略 ）

３ こ の 法 律 に お い て 「 特 定 介 護 保 険 施 設 等 」 と は 、 次 に 掲 げ る 施 設 又 は ３ こ の 法 律 に お い て 「 特 定 介 護 保 険 施 設 等 」 と は 、 次 に 掲 げ る 施 設 又 は

事 業 の う ち 、 経 営 者 が 退 職 手 当 共 済 契 約 の 申 込 み に 当 た り 独 立 行 政 法 人 事 業 の う ち 、 経 営 者 が 退 職 手 当 共 済 契 約 の 申 込 み に 当 た り 独 立 行 政 法 人

福 祉 医 療 機 構 （ 以 下 「 機 構 」 と い う 。 ） に 申 し 出 た も の 又 は 共 済 契 約 者 福 祉 医 療 機 構 （ 以 下 「 機 構 」 と い う 。 ） に 申 し 出 た も の 又 は 共 済 契 約 者

が 機 構 に 申 し 出 た も の （ 第 四 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 機 構 が 承 諾 し た が 機 構 に 申 し 出 た も の （ 第 四 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 機 構 が 承 諾 し た

も の に 限 る 。 ） を い う 。 も の に 限 る 。 ） を い う 。

一 児 童 福 祉 法 第 三 十 四 条 の 三 第 二 項 の 規 定 に よ る 届 出 が さ れ た 障 害 児 （ 新 設 ）

通 所 支 援 事 業

二 児 童 福 祉 法 第 三 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 障 害 児 入 所 （ 新 設 ）

施 設

三 老 人 福 祉 法 第 十 四 条 の 規 定 に よ る 届 出 が さ れ た 老 人 居 宅 生 活 支 援 事 一 老 人 福 祉 法 第 十 四 条 の 規 定 に よ る 届 出 が な さ れ た 老 人 居 宅 生 活 支 援

業 の う ち 老 人 居 宅 介 護 等 事 業 、 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 事 業 及 び 認 知 事 業 の う ち 老 人 居 宅 介 護 等 事 業 、 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 事 業 及 び 認

症 対 応 型 老 人 共 同 生 活 援 助 事 業 知 症 対 応 型 老 人 共 同 生 活 援 助 事 業

-
10

8
-

○ 社 会 福 祉 施 設 職 員 等 退 職 手 当 共 済 法 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 百 五 十 五 号 ） （ 抄 ） （ 第 三 条 関 係 ） 【 平 成 二 十 八 年 四 月 一 日 施 行 】
（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 案 現 行

（ 定 義 ） （ 定 義 ）

第 二 条 こ の 法 律 に お い て 「 社 会 福 祉 施 設 」 と は 、 次 に 掲 げ る 施 設 を い う 第 二 条 こ の 法 律 に お い て 「 社 会 福 祉 施 設 」 と は 、 次 に 掲 げ る 施 設 を い う

。 。

一 （ 略 ） 一 （ 略 ）

二 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四 号 ） 第 三 十 五 条 第 四 項 の 二 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四 号 ） 第 三 十 五 条 第 四 項 の

規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 乳 児 院 、 母 子 生 活 支 援 施 設 、 保 育 所 、 児 童 養 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 乳 児 院 、 母 子 生 活 支 援 施 設 、 保 育 所 、 児 童 養

護 施 設 、 情 緒 障 害 児 短 期 治 療 施 設 及 び 児 童 自 立 支 援 施 設 護 施 設 、 障 害 児 入 所 施 設 、 情 緒 障 害 児 短 期 治 療 施 設 及 び 児 童 自 立 支 援

施 設

三 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す 二 の 二 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に

る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 七 十 七 号 ） 第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 設 関 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 七 十 七 号 ） 第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ

置 の 認 可 を 受 け た 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 る 認 可 を 受 け た 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園

四 （ 略 ） 三 （ 略 ）

（ 削 る ） 四 社 会 福 祉 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 四 十 五 号 ） 第 六 十 二 条 第 一 項 の 規

定 に よ る 届 出 が な さ れ た 障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支

援 す る た め の 法 律 （ 平 成 十 七 年 法 律 第 百 二 十 三 号 ） に 規 定 す る 障 害 者

支 援 施 設

（ 削 る ） 五 削 除

五 （ 略 ） 六 （ 略 ）
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て 得 た 額 の 合 計 額 と す る 。 て 得 た 額 の 合 計 額 と す る 。

一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 八 十 一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 七 十 二

二 十 一 年 以 上 十 五 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 八 十 八 二 十 一 年 以 上 十 九 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 七 十 九

・ 二

３ 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 十 六 年 以 上 十 九 年 以 下 で あ る 場 合 に お （ 新 設 ）

け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の

者 の 被 共 済 職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗

じ て 得 た 額 の 合 計 額 と す る 。

一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 九 十

二 十 一 年 以 上 十 五 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 九 十 九

三 十 六 年 以 上 十 九 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 四 十

四

４ 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 二 十 年 以 上 で あ る 場 合 に お け る 退 職 手 ３ 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 二 十 年 以 上 で あ る 場 合 に お け る 退 職 手

当 金 の 額 は 、 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 の 被 共 済 当 金 の 額 は 、 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 の 被 共 済

職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額

の 合 計 額 と す る 。 の 合 計 額 と す る 。

一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 九 十

二 十 一 年 以 上 十 五 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 十 二 十 一 年 以 上 二 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 九 十 九

三 十 六 年 以 上 二 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 六 十 三 二 十 一 年 以 上 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 八

四 二 十 一 年 以 上 二 十 五 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 二 （ 新 設 ）

百
五 二 十 六 年 以 上 三 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 六 （ 新 設 ）

十
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四 （ 略 ） 二 （ 略 ）

五 社 会 福 祉 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 四 十 五 号 ） 第 六 十 二 条 第 一 項 の 規 （ 新 設 ）

定 に よ る 届 出 が さ れ た 障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援

す る た め の 法 律 （ 平 成 十 七 年 法 律 第 百 二 十 三 号 ） に 規 定 す る 障 害 者 支

援 施 設

六 障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律 第 七 （ 新 設 ）

十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 届 出 が さ れ た 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 の う ち

居 宅 介 護 、 重 度 訪 問 介 護 、 同 行 援 護 、 行 動 援 護 、 療 養 介 護 、 生 活 介 護

、 自 立 訓 練 、 就 労 移 行 支 援 、 就 労 継 続 支 援 又 は 共 同 生 活 援 助 を 行 う 事

業 及 び 移 動 支 援 事 業

七 そ の 他 前 各 号 に 準 ず る 施 設 又 は 事 業 で あ つ て 政 令 で 定 め る も の 三 そ の 他 前 二 号 に 準 ず る 施 設 又 は 事 業 で あ つ て 政 令 で 定 め る も の

４ ～ （ 略 ） ４ ～ （ 略 ）13 13

（ 金 額 ） （ 金 額 ）

第 八 条 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 一 年 以 上 十 年 以 下 で あ る 場 合 に お 第 八 条 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 一 年 以 上 十 年 以 下 で あ る 場 合 に お

け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 政 令 で 定 め る 八 千 円 を 下 ら な い 額 に そ の 者 の 被 け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 政 令 で 定 め る 八 千 円 を 下 ら な い 額 に そ の 者 の 被

共 済 職 員 期 間 の 年 数 を 乗 じ て 得 た 額 に 百 分 の 六 十 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 共 済 職 員 期 間 の 年 数 を 乗 じ て 得 た 額 に 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 者 の 区 分 に 応

。 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

（ 削 る ） 一 被 共 済 職 員 期 間 が 一 年 以 上 五 年 以 下 の 者 百 分 の 五 十 四

（ 削 る ） 二 被 共 済 職 員 期 間 が 六 年 以 上 十 年 以 下 の 者 百 分 の 六 十 七 ・ 五

２ 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 十 一 年 以 上 十 五 年 以 下 で あ る 場 合 に お ２ 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 十 一 年 以 上 十 九 年 以 下 で あ る 場 合 に お

け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 前 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 前 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者

の 被 共 済 職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ の 被 共 済 職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ
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十 二

（ 削 る ） 四 三 十 一 年 以 上 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 三 十 五

（ 被 共 済 職 員 期 間 の 計 算 ） （ 被 共 済 職 員 期 間 の 計 算 ）

第 十 一 条 （ 略 ） 第 十 一 条 （ 略 ）

２ ～ ７ （ 略 ） ２ ～ ７ （ 略 ）

８ 前 項 の 規 定 に よ る 場 合 の ほ か 、 引 き 続 き 一 年 以 上 被 共 済 職 員 で あ る 者 ８ 前 項 の 規 定 に よ る 場 合 の ほ か 、 引 き 続 き 一 年 以 上 被 共 済 職 員 で あ る 者

が 退 職 し た 場 合 （ 第 十 三 条 第 一 項 に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ） に お い て 、 が 退 職 し た 場 合 （ 第 十 三 条 第 一 項 に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ） に お い て 、

そ の 者 が 、 退 職 し た 日 か ら 起 算 し て 三 年 以 内 に 、 退 職 手 当 金 を 請 求 し な そ の 者 が 、 退 職 し た 日 か ら 起 算 し て 二 年 以 内 に 、 退 職 手 当 金 を 請 求 し な

い で 再 び 被 共 済 職 員 と な り 、 か つ 、 そ の 者 が 機 構 に 申 し 出 た と き は 、 前 い で 再 び 被 共 済 職 員 と な り 、 か つ 、 そ の 者 が 機 構 に 申 し 出 た と き は 、 前

後 の 各 期 間 に つ き 第 一 項 か ら 第 五 項 ま で の 規 定 に よ つ て 計 算 し た 被 共 済 後 の 各 期 間 に つ き 第 一 項 か ら 第 五 項 ま で の 規 定 に よ つ て 計 算 し た 被 共 済

職 員 期 間 を 合 算 す る 。 職 員 期 間 を 合 算 す る 。

９ （ 略 ） ９ （ 略 ）

（ 国 の 補 助 ） （ 国 の 補 助 ）

第 十 八 条 国 は 、 毎 年 度 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 、 機 構 に 対 し 、 被 共 済 職 第 十 八 条 国 は 、 毎 年 度 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 、 機 構 に 対 し 、 被 共 済 職

員 の う ち 社 会 福 祉 施 設 等 職 員 で あ る も の 及 び 特 定 介 護 保 険 施 設 等 職 員 で 員 の う ち 社 会 福 祉 施 設 等 職 員 で あ る も の 及 び 特 定 介 護 保 険 施 設 等 職 員 で

あ る も の （ 次 に 掲 げ る 者 に 限 る 。 ） に 係 る 退 職 手 当 金 の 支 給 に 要 す る 費 あ る も の （ 社 会 福 祉 施 設 又 は 特 定 社 会 福 祉 事 業 の 業 務 に 相 当 程 度 従 事 す

用 の 額 と し て 政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 額 （ 以 下 「 補 助 金 算 定 る こ と を 要 す る 者 と し て 政 令 で 定 め る も の に 限 る 。 ） に 係 る 退 職 手 当 金

対 象 額 」 と い う 。 ） の 三 分 の 一 以 内 を 補 助 す る こ と が で き る 。 の 支 給 に 要 す る 費 用 の 額 と し て 政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 額 （

一 社 会 福 祉 施 設 又 は 特 定 社 会 福 祉 事 業 の 業 務 に 相 当 程 度 従 事 す る こ と 以 下 「 補 助 金 算 定 対 象 額 」 と い う 。 ） の 三 分 の 一 以 内 を 補 助 す る こ と が

を 要 す る 者 と し て 政 令 で 定 め る も の （ 次 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） で き る 。

二 児 童 福 祉 法 第 三 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 障 害 児 入 所
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六 三 十 一 年 以 上 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 二 十 （ 新 設 ）

第 九 条 （ 削 る ） 第 九 条 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 二 十 五 年 以 上 で あ る 場 合 （ 次 項 の

規 定 に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ） に お け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 前 条 の 規 定

に か か わ ら ず 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 の

被 共 済 職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て

得 た 額 の 合 計 額 と す る 。

一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 十 二 ・ 五

二 十 一 年 以 上 二 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 二 十

三 ・ 七 五

三 二 十 一 年 以 上 三 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 三

十 五

四 三 十 一 年 以 上 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 十 二 ・ 五

業 務 上 の 負 傷 若 し く は 疾 病 に よ り 政 令 で 定 め る 程 度 の 障 害 の 状 態 に な ２ 退 職 し た 者 が 業 務 上 の 負 傷 若 し く は 疾 病 に よ り 政 令 で 定 め る 程 度 の 障

つ た こ と に よ り 、 又 は 業 務 上 死 亡 し た こ と に よ り 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 害 の 状 態 に な つ た こ と に よ り 、 又 は 業 務 上 死 亡 し た こ と に よ り 退 職 し た

員 期 間 が 一 年 以 上 十 九 年 以 下 で あ る 場 合 に お け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 前 も の で あ る 場 合 に お け る 退 職 手 当 金 の 額 は 、 前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、

条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ 同 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 の 被 共 済 職 員 期 間

く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 の 被 共 済 職 員 期 間 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 を 次 の 各 号 に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 の 合 計 額

当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 の 合 計 額 と す る 。 と す る 。

一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 三 十 五

二 十 一 年 以 上 十 五 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 十 二 十 一 年 以 上 二 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 四 十

八 ・ 五

三 十 六 年 以 上 十 九 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 六 十 三 二 十 一 年 以 上 三 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 六
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施 設 の 業 務 （ 同 法 第 二 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 同 項 第 三 号 の 措 置 が

と ら れ て い る 児 童 に 係 る も の に 限 る 。 ） に 従 事 す る こ と を 要 す る 者 と

し て 政 令 で 定 め る も の

附 則 附 則

（ 退 職 手 当 金 に 関 す る 経 過 措 置 ）

３ 当 分 の 間 、 退 職 し た 者 の 被 共 済 職 員 期 間 が 四 十 三 年 以 上 で あ る 場 合 の （ 新 設 ）

被 共 済 職 員 期 間 は 三 十 五 年 と み な す 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 退 職 し た

者 の 退 職 手 当 金 の 額 は 、 第 八 条 第 四 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 条 第 一 項

の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 額 に 、 そ の 者 の 被 共 済 職 員 期 間 を 次 の 各 号

に 区 分 し て 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 の 合 計 額 と す る 。

一 一 年 以 上 十 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 五 十

二 十 一 年 以 上 二 十 五 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百 六

十 五

三 二 十 六 年 以 上 三 十 四 年 以 下 の 期 間 に つ い て は 、 一 年 に つ き 百 分 の 百

八 十

四 三 十 五 年 目 の 期 間 に つ い て は 、 百 分 の 百 五

４ 当 分 の 間 、 退 職 手 当 金 の 額 は 、 第 八 条 、 第 九 条 及 び 前 項 の 規 定 に よ り （ 新 設 ）

計 算 し た 額 に そ れ ぞ れ 百 分 の 八 十 七 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

５ 当 分 の 間 、 第 九 条 の 二 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 条 中 「 前 二 条 」 と （ 新 設 ）

あ る の は 、 「 前 二 条 並 び に 附 則 第 三 項 及 び 第 四 項 」 と す る 。
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